
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２３年５月３０日現在 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：発達障害児の就学を支援するためのシステム化されたプログラムはま

だ少ない。この研究では、発達障害児の就学における支援ニーズを明らかにするために、発達

障害児の親と発達障害児への支援の専門家たちに対して調査をおこなった.さらに、調査によっ

て得られた知見と文献研究から発達障害児の就学のための支援プログラムを作成した。そして、

子どもたちに対してそのプログラムを実施し、効果を調べた。その結果、コミュニケーション

支援を中心としたグループ指導の必要性が示唆された。一方で、一人一人のニーズに応じた個

別支援の必要性が明らかになった。加えて、発達障害児の個別の支援ニーズを評価するための

支援ツールを活用する必要がある。それにより、個別の発達段階や特性に応じた就学支援が可

能になると考えられる。 
 
研究成果の概要（英文）：The systematized program to support the developmental disorder 
child's entering school is still few. In this research, to clarify the support needs in the 
developmental disorder child's entering school, developmental disorder child's parents and 
specialists of support to the developmental disorder child were investigated. In addition, 
the support program for the developmental disorder child's entering school was made based 
on the finding that had been obtained by the result of the investigation and the literature 
study. And, the program was executed to children, and the effect was examined.  
As a result, the necessity of the group guidance that put the emphasis on the 
communications support was suggested. The necessity of individual support according to 
individual needs was clarified on the other hand. Additionally,it is necessary to use the 
supporting tool to evaluate developmental disorder child's individual support needs.  
As a result, it is thought that support of entering school according to an individual 
developmental stage and the characteristic becomes possible.  
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１．研究開始当初の背景 
（１）平成 19 年より改正学校教育法が施行
され、特別支援教育が本格的にスタートした。
学齢児支援の充実は推進されているものの、
発達障害児の幼児期～学齢期への移行支援
については課題が散在しており、システムの
検討や教育実践の検討研究が数少ない。通常
教育における「幼保小連携」（幼稚園・保育
所・小学校の連携による幼児教育・保育機関
から小学校への円滑な接続を図る教育；以下、
「幼保小連携」と呼ぶ）の研究事業は文部科
学省や各地教育委員会で実践研究がおこな
われているが、こうした研究例の発展応用が
特別支援教育にも必要であろうと思われる。 
 
（２）学校における集団生活にうまく適応す
るために、集団スキルを構築するための社会
的スキル訓練（ＳＳＴ）として、発達的視点
においては学級単位で実施する SST が、予防
的視点においては発達障害児に適切なスキ
ルを獲得させるための SST が、臨床的治療的
視点においては知的・発達障害児の問題行動
を軽減させる SST がそれぞれ行われている。
しかし、本研究で対象としている知的・発達
障害幼児に対する SST 実践は少なく、学校生
活の適応を目的とした就学前に行う SST は
みられないため、就学移行期の知的・発達障
害児に対する集団参加スキルの獲得を目指
した支援が不十分である現状が示唆された。
したがって、まず就学後の適応のためにはど
のようなスキルを身につけることが必要で
あるかを把握し、さらに就学に向けた集団参
加スキルの獲得を目指した指導プログラム
を開発することが課題となると考えられる。 
 
（３）知的・発達障害児とその保護者は就学
移行期に様々な困り感やニーズをもつ。小林
（2003）は、小学校への移行について、従来
は個から集団への負荷の性質をもった環境
移行として捉えられていたが、現在大部分の
子どもが幼稚園や保育園に就園しているこ
とをふまえて、集団から集団への置換の性質
をもった環境移行として捉えるべきである
と指摘し、幼稚園や保育園という集団から小
学校という集団へ適応していくうえで危機
的環境移行が生じるとしている。知的・発達
障害児の就学先は、特別支援学校や通常級な
ど様々であるが、就学前の集団はいずれも遊
びが中心であり比較的自由度が高いため、適
応しやすい環境にあると言える。一方で小学
校は枠組みが決められており学習活動が中
心となり、様々な困り感が生じ、環境に適応
することにつまずきを呈する子どもが存在
することが考えられる。知的・発達障害児の
発達的なニーズや保護者の困り感は非常に
多様であり、知的・発達障害児自身が円滑な

学校生活をしていくため、また保護者の就学
後の不安を軽減するようなサポートをして
いくためにも、就学移行支援は今後ますます
重要となることが示唆される。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究で検討することは以下の 3 つで
ある。各々に研究班を組織し、情報交換や検
討をしながら有機的に統合をすすめる。 
①就学移行期にある発達障害児の社会性支
援プログラムの検討・開発…コミュニケーシ
ョン指導を中心とした教科の教育・活動内容
や支援方法を作成する（単元の展開例、個別
指導プログラムなど）。 
②就学移行期にある困難さからみた事例タ
イプ分析・検討…具体的な支援事例集をデー
タベース化する。 
③幼保小などの実践研究フィールドとの連
携・適用検討…適用研究を通してより精緻化
されたプログラムの作成をおこなう。 
 
（２）最終的には、幼稚園・保育所・障害児
通園施設・小学校(通常学級、特別支援学級、
特別支援学校小学部)が連携して、就学移行期
にある発達障害児への社会性支援のための
学校・園独自活動・教科学習に活かせるプロ
グラム開発をおこない、その適用を検討する。
さらに、それらから得られた知見をもとに
「発達障害児のための支援ハンドブック」[手
引書]を作成し、一般への公開を実施する。 
 
３．研究の方法 
（１）研究Ⅰ 
①研究Ⅰ－１：就学移行期の知的・発達障害
児における支援ニーズの把握 
就学移行期（年長から小学校入学まで）以降
の知的・発達障害を持つ、またその疑いのあ
る子どもの保護者（特別支援学校幼稚部グル
ープ指導参加者、クリニック発達相談室来談
者、地域のソーシャルスキル活動参加者）36
名を対象とした。調査手続きは質問紙法であ
り、対象者の属性、生育歴、家族との関わり、
通っていた学校・園でのコミュニケーション
面での困り感の有無、就学する際に身につい
てほしかったこと、家庭でのコミュニケーシ
ョン指導について尋ねた。 
 
②研究Ⅰ－２：知的・発達障害児の療育・保
育にかかわる専門家へのインタビュー調査 
知的・発達障害児の療育や保育にかかわる専
門家（地域の発達相談センターの心理判定員
や言語聴覚士、療育機関の指導員、特別支援
学校幼稚部の教諭）10 名を対象に、半構造化
面接によるインタビュー調査をおこなった。
調査項目は、知的・発達障害児が就学する際
に身についていると良いと思うこと（通常学



 

 

級、特別支援学級、特別支援学校）、コミュ
ニケーションに関する指導について、就学に
向けた指導について（身辺自立、生活面、学
習面、運動面、言語面、ソーシャルスキル、
その他）、発達障害児に対する就学に向けた
指導のあり方についてである。 
 
（２）研究Ⅱ 
①研究Ⅱ－１：就学移行支援プログラムの開
発 
就学移行支援のための支援ツールとして、
「実態把握シート」「評価シート」を開発す
る。研究Ⅰで得られた知見や先行研究を整理
し、それぞれの調査結果および文献で取り上
げられているスキルや問題行動を抜き出し、
チェック項目を作成する。 
また、指導プログラムの開発にあたっては、
研究Ⅰで得られた知見と先行研究文献、開発
済みの幼児支援プログラム（インクルージョ
ン保育・幼児教育ミニハンドブック（橋本・
大伴監修、東京学芸大学刊行、2007））、社会
性支援プログラム（ちゃんと人とつきあいた
い―発達障害や人間関係に悩む人のための
ソーシャルスキルトレーニング-幼児～青
年・成人期のステージ別支援プログラム-（井
澤信三・霜田浩信・橋本創一他 山海
堂,2007））、東京学芸大学でおこなわれてい
る電話相談や幼保小への訪問支援、教育相談
事業のなかであつかわれた学校園不適応を
示した発達障害児への学習･行動･コミュニ
ケーション支援プログラムを適用した事例
等を整理する。 
 
②研究Ⅱ－２：就学移行支援プログラムの適
用の検討 
通常学級に在籍する発達障害またはその疑
いがあり、来年度に就学を予定している子ど
もを対象に実際の指導プログラムの適用を
検討する。研究Ⅰで得られた知見を基に、グ
ループ指導を中心に個別による支援もあわ
せておこなう。対象時は 6名であり、実施期
間は 200X 年 6 月から 200X＋1 年 3 月までで
あり、プログラムの実施は月１回のペースで
計８回である。また、開始時にはアセスメン
ト（田中ビネー式知能検査Ⅴ、言語コミュニ
ケーション評価スケール、保護者への聞き取
り、実態把握シート）をそれぞれの子どもに
ついて行い、子どもひとり一人の支援ニーズ
に応じた個別目標と個別目標を達成するた
めの手立てを設定した。また、中間評価、最
終評価を 12月と 3月におこなうこととした。
これらの指導プログラムを実施し、それによ
る子どもの行動の変容を検討する。 
 
 
４．研究成果 
（１）研究Ⅰ結果・考察 

①保護者の困り感は就学先、家庭や園・学校
という場面によって現れ方が異なるため、就
学先や所属する集団を加味した支援の必要
である 
 
②保護者と専門家双方が一貫してコミュニ
ケーション支援の重要性を指摘しており、就
学移行支援を行う際にはコミュニケーショ
ン支援が必要不可欠である 
 
③専門家からみて、就学先や障害特性に応じ
た支援も必要とされており、個別の支援ニー
ズに応じた支援が必要である 
 
④個別支援だけでは不十分であり、集団生活
に適応していくためのグループ指導も必要
である 
 
⑤個別の支援ニーズを的確に把握した上で、
小学校生活にうまく適応していけるような
集団での指導が必要である 
 
⑥システムの構築としては、コミュニケーシ
ョンを中心としたグループ指導プログラム
を開発し適用を検討し、支援ツールの開発と
しては、子ども一人ひとりの支援ニーズを適
切に把握し、評価するツールの開発が求めら
れている 
 
（２）研究Ⅱ結果・考察 
①実態把握シートに関しては、子どもがどの
ようにつまずいているかを細かくチェック
することで、一人ひとりが就学に向けて身に
つけたい課題を的確に把握し、支援を展開し
ていくことができる 
 
②子どもの障害特性に応じた介入をするた
めに問題行動を把握する必要がある 
 
③実態把握シートは、子ども一人一人の発達
レベルや障害特性、就学先にあった支援を展
開していくうえで有効な支援ツールである 
 
④評価シートは子ども自身が目標を意識す
る効果も期待できる 
 
⑤子ども自身の評価だけではプログラムの
評価は不十分なため、保護者や支援者を含め
て評価するシステムが重要である 
 
⑥指導プログラムは、繰り返しそれぞれの子
どもにあった方法でアプローチを重ね、一人
ひとりに合った対応をしていくことで、就学
移行期に求められるコミュニケーションス
キルを身につけていくことができると考え
られる 
 



 

 

（３）総括 
本研究では保護者や専門家の支援ニーズ

を把握したうえで、就学移行支援プログラム
を開発し、適用を検討してきた。その結果、
コミュニケーション支援を中心としたグル
ープ指導の必要性が示唆された一方で、グル
ープ指導の中でも一人一人のニーズに応じ
た個別支援の必要性が明らかになった。個別
の支援ニーズを的確に把握し、評価するため
の支援ツールを活用することで就学を見据
えた個別の発達段階や特性に応じた支援が
可能になることが考えられた。指導プログラ
ムとしては、一斉指導参加スキルの獲得を目
的とした指導を行い、話を聞く姿勢を身につ
けることを主な目的とした支援を展開した。
一人ひとりに合った方法で就学移行期に必
要なコミュニケーションスキルを身につけ
ることによって、就学後の学校生活における
一斉指導場面にうまく適応していくことが
できることが期待される。プログラムを展開
していくうえでは、アセスメントを行い、指
導プログラムを実施し、評価することによっ
て指導プログラムの効果を検討していく必
要がある。また、本プログラムの目的はより
円滑な学校生活を送るためのスキルを身に
つけることであるため、指導の結果等を家庭
や就学先の学校に反映させ、就学後の支援に
つなげていくことが就学移行支援として必
要である。指導プログラムとして実践するだ
けではなく、指導前のアセスメントや指導後
の評価のための支援ツールの活用を含めた
就学移行支援プログラムを構築し、さらに家
庭や園・学校との連携を含めた支援システム
として機能させていくことが重要であると
考えられる。 
本研究でのプログラムの開発がもたらした
成果や影響として、以下の点が挙げられる。 
①学術研究ベースで開発された発達障害児
の社会支援プログラムを、幼保小などの保
育・教育フィールドに適用可能な独自の活
動・教科への発展性が期待される 
②発達障害児の社会性支援プログラムを「幼
保小連携」とし機能的に統合活用、および
各々の機関での教育支援の充実を図ること
ができた 
③予備研究、本研究組織や附属特別支援学校
などであつかった就学移行期の発達障害事
例を事例データベースとして整理された 
④今後幼稚園・小学校の新たな教員養成プロ
グラムの開発に寄与される 
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